
 

養  成  対  策 定  着  対  策 

再  就  業  対  策 

学齢期 
（中学生・高校生等） 

看護学生 新人期 中  堅  期 
国家 

試験 

ベ テ ラ ン 

看護管理者 

結婚 ・ 出産 ・ 育児 ・ 介護 等 

 

ライフステージに応じた看護人材確保対策 
 資 料 ５－１  



平成31年度 都におけるライフステージに応じた看護人材確保対策（案）《知事査定後》 

養  成  対  策 定  着  対  策 

再  就  業  対  策 

●院内助産所・助産師外来 

開設研修事業 

 2,086千円（H21） 

●看護師等養成所 

運営費補助 

 575,746千円（S46） 

東京都看護人材確保対策会議 

18,409千円（H26） 

●新人看護職員研修体制 

整備事業 

 123,435千円（H19） 

●看護外来相談開設 

研修事業 

 2,616千円（H22） 

●島しょ看護職員 

定着促進事業 

 7,209千円（H26） 

≪ナースプラザ≫ 

ナースプラザ運営協議会 

◎●ナースプラザの管理運営 253,365千円（H5） 

●看護師等教員養成研修 

 31,515千円（S46） 

◎助産師出向支援導入事業 

 2,122千円（H27） 

●看護師等養成所 

施設整備費等補助 

 0円（S63） 

看護外来相談開設 

整備費補助 

0円（H22） 

●看護師宿舎 

施設整備費補助 

 132,650千円（H5） 

●看護師勤務環境改善 

施設整備費補助 

0円（H5） 

学齢期 
（中学生・高校生等） 

看護学生 新 人 期 

看護専門学校管理運営 

908,059千円（S24） 

院内保育施設整備事業 

【少子社会対策部】 

院内保育施設運営費補助 

【少子社会対策部】 

訪問看護推進総合事業 

【高齢社会対策部】 

≪ナースプラザ≫ 

一日看護体験学習 

≪ナースプラザ≫ 

◎ハローワークとの連携 

≪ナースプラザ≫ 

ナースバンク事業 

（無料職業紹介） 

中  堅  期 
国家 

試験 

ベ テ ラ ン 

看護管理者 

結婚 ・ 出産 ・ 育児 ・ 介護 等 

看護師等修学資金貸与 

622,719千円（S37） 

≪ナースプラザ≫ 

職場復帰へ向けた研修 

≪ナースプラザ≫ 

●実習指導者研修 

≪ナースプラザ≫ 

ふれあいナースバンク 

（就職相談会） 

看護管理者連絡会議 

10,037千円（S37） 

助産師教育指導講習会 

1,182千円（S36） 

●病院勤務者勤務環境改善整備費

補助(院内助産所・助産師外来) 

 2,540千円（H20） 

◎：国庫補助事業 

●：地域医療介護総合確保基金事業 

金額：31年度予算（案） 

（  ）：事業開始年度 

≪ナースプラザ≫ 

資質向上を目指す研修 

ナースプラザ事業 

施設･設備整備事業 

●看護職員定着促進 

支援事業 

 56,205千円（H23） 

●看護職員地域確保 

支援事業 

 65,330千円（H19） 

●医療勤務環境改善 

支援センター事業 

13,201千円（H26） 

●病院勤務者勤務環境 

改善事業 

 207,839千円（H20） 

●入退院時連携強化事業 

【医療政策課】 

≪ナースプラザ≫ 

福祉人材センターとの連携 

◎外国人看護師 

受入支援事業 

 18,528千円（H20） 

在宅療養研修事業 

【医療政策課】 



東京都看護師等修学資金制度について 

 都内の看護師等養成施設に在学、又は都内の大学院修士課程において看護に関する専門知識を修得しようとする者で将来都内で
看護業務に従事する意思のある者に対し、修学資金を貸与（貸付）することで修学を容易にすることにより、都内の看護職員の確
保及び質の向上を図る。 

・都内の学校・養成所・大学院の修士課程に在学しているもの 

・成績優秀にして、かつ、心身健全であること 

・経済的理由により修学困難であること 

・同種の修学資金を他から借り受けていないこと 

・卒業後都内で看護業務に従事しようとする意思を有すること ※第一種は5年以上指定施設（博士課程は都内） 

 

目的 

対象要件 

概要 

 ※ 第一種と第二種は併用、最大３口まで貸与可能 

 ※ 指定施設とは、200床未満の病院、病床数の80％以上が精神科病床、診療所、介護保険施設等である。 





平成30年度 病院勤務者勤務環境改善事業 

  
 病院が実施する、医師及び看護職員の勤務環境を改善し、離職防止、負担軽減、復職、定着を図る取組に対し、都が必要な経費を補助す
ることにより、都内医療体制の安定的な確保に資することを目的とする。 

   

  

 病院勤務の医師及び看護職員の離職防止、負担軽減、復職、定着を図る取組に対して補助を実施  
 
   
 

◆復職研修事業 

 出産・育児・介護等により離職せざるを得なかった医師及び看護職員が、不

安なく再就業し定着できるよう、指導担当者のもとで実施する復職研修事業 
 

◆就労環境改善事業 

 病院に勤務する医師及び看護職員の負担を軽減し、働きやすい環境を整

備することにより、離職防止と安定的な人材確保に資する事業 

 （例：短時間正職員制度・当直体制の見直し・夜勤負担軽減等の勤務形態

の導入・見直し） 
 

【基準額】11,140千円  【補助率】1/2 

 都内の病院 
 （国、独立行政法人、地方独立行政法人、都及び公益財団法人東京都保健医療公社が設置する病院を除く。） 

１ 事 業 目 的  

２ 対 象 施 設  

３ 事 業 内 容  

勤務環境改善及び再就業支援事業 チーム医療推進の取組 

◆施設・設備整備事業 
 ○院内助産所・助産師外来に必要な施設・設備の整備 
  ○休憩室・当直室等の新設・増設に必要な施設・設備の整備 
   

【基準額】施設5,040千円、設備3,811千円 【補助率】施設2/3、設備2/3 

勤務環境改善整備事業 

◆相談窓口事業 

 職員の仕事と家庭の両立支援のための相談窓口を設置し、相談対応や情

報提供を実施し、離職防止やワークライフバランスの充実を促進させる事業 
 

【基準額】7,093千円  【補助率】1/2 

◆チーム医療推進の取組 

 各医療スタッフの専門性を発揮させ、医師及び医療関係職等との役割分担と

チーム医療推進に資する事業 

 ○医師事務作業補助者（配置に伴う研修費用） 

 ○認定看護師（通学中の看護師の給与補助） 

 ○院内助産所・助産師外来（開設前後６か月間の人件費等の補助） 
 

【基準額】6,700千円 【補助率】1/2 

平成20年度から事業開始 ⇒ 平成30年度から看護職員へ対象拡大 



事業概要 

 看護職員の確保・定着に資する対象施設における個別具体な課題 
 【例】 ・職員の教育体制 ・研修 ・委員会活動 
     ・業務改善 ・職員募集・広報 ・働きやすい職場づくり    
     ・その他、施設の要望に応じ対応可能な内容 

PLAN DO 

＊ 1年間で課題を解決することを原則とする。 

＊ 看護管理者が変わった場合等は、引き続いての支援を可とする。 

＊ 就業協力員は、適宜外部有識者等の助言を受けながら、支援対象施設をサポートする。 

CHECK ACTION 

《就業協力員》 

対象施設 

支援内容 

支援の流れ 

《支援病院》 

・初回訪問 

・情報収集 

・支援内容検討 

・課題の明確化 

・目標の設定 

・計画の策定 

取組の 

評価・分析 

次年度に向けた

新たな取組の 

検討 

・定期的な連絡 
・進捗状況管理 
・助言 

実践 

①アウトリーチ型定着促進支援（旧・看護職員定着促進のための巡回訪問事業） 

規 模 

 支援病院：年間13病院程度  

 
看護師等の就業の促進、看
護師等の確保に関する施策
及び看護に対する都民の関
心と理解の増進に関する施
策を行う者として都が委嘱し
た者。 
 (「看護師等の人材確保の
促進に関する法律」第 11 
条第 1 項） 

 

《看護師等就業協力員》 

 都内中小病院 

看護師等就業協力員が都内病院を巡回訪問し、勤務環境改善や研修体制構築に
向けた施設の取組に対して助言・相談等を実施する。 

平成30年度 看護職員定着促進支援事業 

二次保健医療圏ごとに東京都看護師等就業協力員を配置し、各施設が実施する看護職員の確保に向けた取組を支援することにより、就業を継続できる仕組みを 
構築し、都内の看護職員の定着促進を図る。 

医療勤務環境改善支援センター事業との連携推進 
 

両事業の連携を推進することにより、勤務環境の改善に向けた支援体制の強化を
図るとともに、支援の対象となる医療機関が利用しやすい環境を整える。 
 

 ▶ 支援センター事業を推進する社労士及び医業経営コンサルタントに就業協力員 
   を加え、看護部門への支援を強化する。 
 

 ▶ 支援センターと本事業とがそれぞれ行う普及啓発やイベント時などに、お互いの 
  事業周知活動を行う。 

 

医療圏を中心とした看護管理者同士の研修会等の実施を推進することで、他施設
からの参加者や専門家とのネットワーク構築を促し、もって看護管理課題への取組を
支援する。 

《就業協力員》 

支援の流れ 

②集合研修型定着促進支援  

医療圏内 
研修会等 

〇圏域内の施設間の相互理解 
〇自施設の特徴の再認識 
〇情報共有による知見の広がり 
  

＊看護管理能力向上 
＊施設内における各種取組の実施 

年1回程度/医療圏 を想定 

規 模 

医療圏ごとに、職層別（部長、師長等）、 
課題別に研修会等を実施  

対 象 

看護部内の勤務環境改善、 
業務改善等による看護職員の 

定着促進 

事業概要 

看護管理者連絡会議と連携し、 
研修会等の企画、運営を支援 
○テーマ検討  ○講師紹介 
○広報活動  
○他医療圏等の情報提供 等 

研修会等にかかる
経費補助 
○講師謝礼 
○会場使用料 
○チラシ作成、 
   発送費 

《ナースプラザ》 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：中小規模病院看護管理支援事業ガイドライン 

 
 

【参考】中小規模病院看護管理支援の種類 



　 　 　
　

　

　

　

　

　

「看護師等の人材確保の促進に関する法律」に基づき、 

看護師等確保対策のより一層効果的な推進を図る。 

（１）看護職員数（平成28年度） 

 ○実数 125,774人（全国1位） 

 ○常勤換算数 116,880.9人（全国1位） 

 ○人口10万人当たり 923.1人 

   （全国44位、全国平均1,228.7人） 
 

（２）有効求人倍率（平成28年度、看護師及び准看護師） 

 ○都内 3.84倍  ※全職種計（都内） 1.74倍 

 ○全国 2.50倍  
 

（３）養成の状況 

 ○養成定員 5,662人（H22）⇒5,682人（H28） 

 ○都内就業率 66.1％（H22）⇒63.8％（H28） 

◇東京都ナースプラザ ◇ナースバンク立川 

平成30年度 東京都ナースプラザ事業の運営方針 

1 ナースバンク事業 

求人・求職相談等による就業促進 

・窓口相談業務、無料職業紹介事業 

・ふれあいナースバンク（就職相談会） 

・ミニ就業相談コーナー 

・研修事業との連携、看護実技体験 

・関係機関と連携した就業促進業務 

・届出制度を活用した就業促進業務 

・地域確保支援事業との連携による復職 

 支援研修生へのナースバンク登録、相 

 談業務              等 

多様な働き方を支援する取組の推進 

・施設に対するセミナーの開催 

・地域確保支援事業、定着促進支援事業 

 との連携による情報収集、提供   等 

2 研修事業 

就業意欲を高める研修の実施 

・再就業支援研修、技術研修 

・福祉施設関連研修       等 

資質向上のための研修の実施 

・在宅・地域看護関連研修 

・最新の知見、技術研修 

・新人研修 

・今日的課題研修        等 

定着促進のための研修の実施 

・リーダーシップ育成研修 

 （チームリーダー、院内教育担当、看 

  護管理等） 

3 普及啓発事業 

 
ナースプラザ事業及び届出制度に 
関する情報発信・利用促進 

 ・ホームページ運営 

 ・メールマガジン配信 

 ・事業案内リーフレット配布 

 ・案内板や駅の広告 

 ・関係機関への広報依頼 

「看護の魅力」普及啓発の推進 

 ・情報誌発行 

 ・都内高校への進学案内送付 

 ・一日看護体験学習事業 

看護職員地域確保支援事業 

復職支援研修、再就業支援相談の実施 

地域就業支援病院及び看護師等就業協力員を選

定し、経験やスキルに応じたきめ細かな復職支

援研修や勤務条件等のニーズに沿った再就業支

援相談を実施 

集合研修型支援の実施 

看護管理者を中心とした研修会等の実施を推進 

ナースプラザの事業内容 

看護職員確保を取り巻く状況 東京都ナースプラザ設置・事業目的 

設置目的 

事業目的 都内で看護業務に従事する看護職員の質・量を確保する。 

ナースプラザ関連事業 

連携 

確保のための取組 

就業の促進 

定着の促進 

普及啓発の推進 

・離職中の看護職の職場復帰の促進 

・働きやすい勤務環境・職場づくりの推進 

・都内看護職員の資質向上 

・都民の「看護」への理解と関心を深める 

・看護職の社会的評価の向上 

長期研修の実施 

・訪問看護師育成研修、実習指導者研修 

看護職員定着促進支援事業 

アウトリーチ型支援の実施 

看護師等就業協力員が200床未満の病院を訪問

し、勤務環境改善や研修体制構築に向けた施設

の取組に対して助言・支援等を実施 

 

（４）定着の状況 

 ○離職率（常勤）14.6%（H22）⇒14.4%（H27） 

        ※全国11.0%（H22）⇒10.9%（H27） 

 ○離職率（新卒）9.2%（H22）⇒9.9%（H27） 

        ※全国8.1%（H22）⇒7.8%（H27） 
 

（５）再就業の状況 

 ○短時間勤務を希望している者の割合 

   再就業希望者全体の69.0%  

  （うち、未就学児有：92.7% 小学生有：86.1%） 

   ⇔現状の雇用形態：短時間勤務12.2% 

   ※ 東京都看護職員就業等実態調査 

 

事務所移転に伴う広報 

 ・リーフレット等の配布 

 ・メールマガジン配信     等 



平成30年度 東京都看護職員地域確保支援事業 

 
 
 
 
東京都看護職員地域就業支援病院 
 ※地域の看護職員確保対策の拠点（26病院）を東京都が指定。 

 
 
○ 就業協力員が、病院が実施する研修の企画等に関する 
  支援を行う。 
○ １、５、７日コースの研修において、講義・手技演習・病棟 
  実習等を実施。 
○ 綿密な計画に基づいた研修において必要な知識や技術 
  を修得することができるため、スムーズな復職に繋がる。 
 
 
○ すぐにでも復職したい方 
○ 最新の看護技術を現場で体験してから復職したい方 
 
 
東京都看護協会（ナースプラザ）に委託して実施。 
病院への再委託により、研修等に係る委託料支払。 
 

 
 
 
 
独自研修実施施設 
 ※独自に研修を実施する都内施設 

 
 
○ 独自に実施する施設の研修をナースプラザが一括広報 
  を行う。 
○ 研修内容等について、適宜就業協力員が助言を行う。 
○ 都内各地域で研修を実施するため、研修生にとって 
  より身近な復職研修を受講することが可能になる。 
  
 
○ 復職に向けて、少しずつ準備をしたいと考えている方 
○ まずは身近な施設で、現場の雰囲気を感じたい方 
 
 
東京都看護協会（ナースプラザ）に委託して実施。 
受入実績に応じて、謝金及び参加者の保険にかかる費用を
支払。 
 
 

 
 
 
 
都立看護専門学校 
 
 
○ 都立看護専門学校に配置されている模擬病棟や実習室 
  等で、地元の潜在看護職や卒業生に向けた研修を行う。 
○ 看護学生が実習に用いる機器等が豊富にあるため、じっ 
  くりと技術を再習得することができる。 
○ 現役の看護教員により、最新の看護の動向等を学ぶこと 
  ができる。 
 
 
○ トレーニングモデル等を用いて、基礎的なところから、看護 
  技術を学び直したい方 
 
 
都立看護専門学校の運営費にて実施。 
就業協力員が研修の企画運営や広報等を支援。 

目 的 

事業概要 

離職した看護職が身近な地域で復職支援研修・再就業支援相談等を受けられる就業支援の仕組みを整備することで、潜在看護職の 
就業意欲を喚起し、再就業の促進を図る。 

(1) 手厚くしっかり体験コース (2) 気軽にさくっと体験コース (3) 学校に戻って体験コース 

研修場所 

主な対象者 

特 徴 
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⑤ナースプラザで 
  再就業支援 
  
 

バンク係・研修係
と連携 

・再就業相談 
・ナースプラザ研修案内 
・求人求職情報提供 
・就業アドバイス 

④
研
修
受
講 
 

⑥ 
再
就
業 
 

再就業までの流れ 東京都就業協力員の役割 

①支援病院が実施する復職支援研修の 

   企画等に関する支援 

 

②再就業を希望する看護職に対する再 

   就業支援相談の実施、求人求職情 

   報の提供及び就業に関するアドバイス 

 

③地域の看護職員及び医療施設からの 

   相談に対する助言及び情報提供 

 

④バンク係・研修係との連携 

  

  

  

 

【本部協力員】       
 （東京都ナースプラザに設置） 

①復職支援研修の実施、受講者への研修 

   指導（講義、手技演習、病棟実習等） 

 

②本部協力員と連携し、復職支援研修 

   受講者への再就業支援相談の実施 

 

③本部協力員及びナースプラザと連携し、 

   地域の求人求職に関する情報収集 

 

④地域の看護職員及び医療施設からの 

   相談に対する助言及び情報提供  

 

【支援病院協力員】 
（地域就業支援病院に設置） 

東京都看護職員地域就業支援病院、 独自研修実施施設、都立看護専門学校において、多様な復職支援研修を実施する。 


